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一層厳しさを増す安全保障環境の中、我が国の平和と独立を守るため、身をも

って責務の完遂に務めている自衛官の処遇改善、勤務環境の改善、そして新たな

生涯設計の確立が喫緊の課題となっている。 

このため、今般、内閣総理大臣を議長とし、官房長官、防衛大臣をはじめ、幅

広い関係大臣を構成員とする「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設

計の確立に関する関係閣僚会議」（以下「会議」という。）を１０月９日に設置

した。 

 １０月２５日に第一回会議を開催し、その場で、議長たる内閣総理大臣より、

副議長たる防衛大臣を中心に、関係省庁が連携して取り組むべき方策の方向性

と、令和７年度予算に計上すべき項目を年内にとりまとめるよう指示がなされ

た。 

これを受け、関係省庁の間で精力的に検討を重ね、「自衛官の処遇・勤務環境

の改善及び新たな生涯設計の確立に関する基本方針」を次のとおり取りまとめる

ものである。 

今後も、この方針に基づき、自衛官が、安んじて国防という国家にとって極め

て枢要な任務に専念できるよう、内閣が一致して万全の体制を構築していく。 

なお、下記のうち下線部分については令和７年度政府予算案等においても適切

に反映等を行う。また可能なものから順次、令和８年度概算要求においても盛り

込んでいくこととする。 

 

記 

 

はじめに 

内閣府の実施する自衛隊 ・防衛問題に関する世論調査によれば、今や国民の９割

は、自衛隊に好意的な印象を持っている。 

これは自衛隊創設以降７０年の間、災害派遣など、様々な任務に真摯に当たって

きた自衛官の地道な努力の賜物と言えるであろう。 

しかし、自衛隊に対する好意的な印象にもかかわらず、自衛官の募集は困難な状

況にある。 

令和５年度は２万人募集したところ、1 万人しか採用できなかった。自衛官の定

員割れが続き、充足率は約 90％となっている。戦後最も厳しい安全保障環境に対応

した防衛力の抜本的強化のためには、その担い手である自衛官の確保が至上命題で

あり、このまま抜本的な策を講じなければ、さらに状況は悪化するばかりである。 

国の防衛という厳しい任務を担うがゆえに、平素から、自衛官は厳しい環境に耐

え続けることが当たり前であるという組織文化では、人材確保はおぼつかない。
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個々人のやりがいと働きやすさを大切にし、働きがいを向上させる組織にしていく

必要がある。防衛省・自衛隊は、強い危機感をもって取り組んでいかなければなら

ない。 

それでも、自衛官は、身をもって我が国の平和と独立を守り、国の安全を保つと

いう任務の特殊性から、様々な負担や制約から逃れることはできない。そのため、

自衛官は、その特殊性に見合った処遇を得る必要があり、特別職の国家公務員とし

て、一般職の国家公務員とは異なる人事管理制度及び給与制度を設けてきたところ

である。引き続きこうした特殊性が適切に評価され、自衛官という職業を選択した

ことについて、誇りと名誉を感じることができる処遇を確立していくことが重要で

ある。さらに、多くの自衛官が 56 歳で退職する中、再就職や再就職後の再就職 ・収

入に不安を感じさせないようにすることが自衛官の確保にとっても重要な課題で

ある。自衛官としての知識・技能・経験を活かした再就職先の拡充や、安んじて生

活できる収入の確保などを通じ、自衛官の将来不安の払しょくに取り組む必要があ

る。 

本会議は、こうした問題意識を基に設置され、自衛官の処遇・勤務環境の改善や

新たな生涯設計について、高い頻度で活発な議論を行った上で、次のとおり具体的

な方策を進めていくことを決定する。 

 

 

I  具体的な方策 

１ 自衛官の処遇改善 

 我が国が戦後最も厳しく複雑な安全保障環境に直面する中で、防衛力の抜本的

強化を真に実現するためには、優れた自衛官を安定的に確保し続ける必要があ

る。このためには、これからの防衛力の担い手となる世代が、安心して厳しい任

務に従事でき、自衛官という職業を選択したこと、現役時代は自衛官であるこ

と、退職後は自衛官であったことの誇りと名誉を得ることができるような、令和

の時代に相応しい処遇を確立する必要がある。 

 上記を踏まえ、過去に例のない30を超える手当等の新設・金額の引上げ等（手

当等の新設８、金額の引上げ等25）を講ずることとする。 

 

(1) 任務や勤務環境の特殊性を踏まえた給与面の処遇改善 

自衛官の俸給表は、昭和25年の警察予備隊発足時に、主として警察官等に適

用される公安職俸給表㈠をベースに、一定の超過勤務手当分を繰り入れた構造

とし、そこから大きく見直すことなく現在に至っている。自衛官の任務や勤務

環境の特殊性、課された制約や負担に見合った給与とするため、現在実施して
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いる勤務実態調査の結果や公平性・公正性を確保するための部外の専門家の意

見を踏まえ、あるべき俸給表の水準や俸給月額の算定の仕組みについて検討

し、自衛官の俸給表を令和10年度に改定することを目指す。 

また、我が国を取り巻く安全保障環境が厳しさを増す中にあって、任務や勤

務環境の特殊性を正当に評価し、自衛官として質の高い人材を確保し続けるた

め、自衛官の中でも特殊な業務に従事する者に対して、手当を充実する。令和

７年度には、航空管制業務を担う自衛官に支給する手当（例：１尉であれば月

額約2万9千円）、対領空侵犯措置等に対処する航空機の整備員に支給する手当

（日額1,200円）及び主要な野外演習等に従事する隊員に支給する手当（日額

1,400円）を新設し、航空機の乗員に支給する航空手当（例：戦闘機パイロット

の１尉であれば月額2万9千円増の約26万5千円に）や災害派遣等手当（日額540

円増の2,160円に）を引き上げるとともに、陸海空自衛隊のサイバー専門の部隊

等の隊員に特殊作戦手当等を新たに支給する（例：１尉であれば月額約2万9千

円）。 

なお、潜水手当不正受給事案が発生したことも踏まえ、手当を不正受給でき

ないようなシステム化や電子化を進めるほか、手当等に係る関連規則や事務手

続の教育やコンプライアンス教育などの再発防止策を徹底し、手当等の適正な

執行に努めていく。 

 

(2)  士をはじめとした幅広い層の人材確保のための処遇改善 

   自衛官の応募者数・採用者数が大幅に減少する中でも、特に、士の採用は厳

しく喫緊の課題となっている。このため、当初から自衛官として採用する新た

な任期制士を創設し、入隊当初から有事や災害等に際して任務に従事できるよ

うな態勢を整えるとともに非任期制自衛官と同等の処遇を確保し、令和８年度

より自衛官候補生制度を廃止する。また、任期・非任期に関わらず、一般曹候

補生又は自衛官候補生で入隊する者に不慣れな営舎内生活等に対する給付金

（指定場所生活調整金（仮称））を新設し、採用後６年間で120万円を給付する

ことにより、若く壮健な人材の確保を後押しし、精強な部隊を維持する。さら

に、新たな任期制士の制度が創設されるまでの間、速やかにできる措置とし

て、令和７年度に自衛官任用一時金を現行より12万3千円増の34万4千円に引き

上げる。加えて、任期制自衛官が任期満了後に大学等に進学し、在学期間中に

予備自衛官又は即応予備自衛官に任官した場合に支給される進学支援給付金に

ついて、例えば即応予備自衛官であれば現行より年額約24万5千円増の約53万6

千円に引き上げるなど進学支援給付金制度の拡充を図るとともに、自衛官とし

て様々なスキルを培い、任期を全うして次のステップに進んでいく「自衛隊新
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卒」としての援護広報の強化や民間の職業紹介事業者も活用した再就職先の拡

充にも取り組み、とりわけ採用状況の厳しい任期制自衛官の処遇の改善を図

る。 

  また、将来の戦い方を見据えた自衛隊の人的基盤の強化のため、自衛隊奨学

生制度を更に拡充し、現行より年額31万2千円増の96万円に引き上げるなど、幅

広い層から優秀な人材確保を推進するための施策を推進する。 

 

(3) 予備自衛官等の処遇改善 

   予備自衛官等は、有事や災害に際しては自衛官となって防衛力を急速に増強

する役割を担い、継戦能力の上でも重要な存在であることから、必要な人員数

を確保すべく、予備自衛官等として安んじて活躍していくことができるよう、

環境づくりを進める。 

具体的には、例えば予備自衛官手当を現行より月額8千円増の約1万2千円とす

るなど予備自衛官等に支給する手当を引き上げるとともに、現在即応予備自衛

官に支給されている勤続報奨金について、現行より9万5千円増の21万5千円に引

き上げるほか、新たに予備自衛官に対しても7万円を支給するための制度を整備

する。これにより、予備自衛官であれば、１任期当たりの支給額が現行より約

41万円増の約68万円、即応予備自衛官（３曹）であれば１任期当たりの支給額

が現行より約103万円増の約274万円となる予定である。また、進学支援給付金

制度の拡充を図るほか、予備自衛官等が使用する被服の計画的な更新や装具等

の更新も促進する。 

さらに、訓練に参加しやすい環境を確保するため、予備自衛官等本人が事業

主等である場合の支援や、予備自衛官等に関する理解と協力を一層獲得するた

めに必要な施策を実施するとともに、国家公務員又は地方公務員が予備自衛官

等の職を兼ねる場合においても、訓練に参加しやすくするための施策を講ず

る。 

 

(4) 功績に相応しい叙勲等の在り方 

自衛官に対する叙勲等の栄典は、長年にわたり任務に精励した功績をたたえ、

自衛官であったことの誇りと名誉、国民からの尊敬を得るうえでも重要であり、

これまで生存者叙勲の受章機会のなかった者への範囲の拡大など、その功績に相

応しい叙勲等の在り方を検討する。 

 

 

２ 生活・勤務環境の改善 

(1)  若い世代のライフスタイルに合った生活・勤務環境の構築 
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自衛隊という組織全体のパフォーマンスを向上していくに当たっては、やりが

いと働きやすさの双方を向上し、自衛官一人ひとりが働きがいを感じられる環

境を構築していくことが不可欠である。 

他方で、自衛隊においては、例えば、間仕切りなどのプライベートなスペース

がない状況下で複数の隊員が同一の部屋で居住するなど、必ずしもプライバシ

ーに配慮した生活環境とはなっていない。しかしながら、少子高齢化の大きな

流れの中で、現下の人手不足が自衛隊にも深刻な影響を及ぼしていることを踏

まえ、自衛隊としても社会の変化をしっかりと直視し、若い世代のライフスタ

イルに合った生活・勤務環境を構築する。 

   また、真に国民の期待に応えられる組織とするためには、自衛隊の組織文化

そのものについても、良いところは残しつつ、時代の変化に合わせて変えてい

く必要がある。自衛隊は、若い世代も含め、隊員一人ひとりが自己効力感を感

じられる組織への変革を進めていく。 

 

① 組織文化の改革 

    自衛隊が現在顕在化する新たな戦い方に対応していくに当たっては、質

の高い、多様な人材を獲得し続ける必要がある。また、一般社会における

労働に対する考え方が変化・多様化し、特に若い世代においてワークライ

フバランスを重視した働き方や、自らの達成感や成長感といった精神的充

実が得られる職場を選好するようになっている。こうしたことを踏まえ、

将来の戦い方や一般社会の変化に合わせて人の組織である自衛隊も変革し

ていくことが喫緊の課題である。 

具体的には、現代に相応しいリーダーシップを身に着けた自衛官を養成

し、特に異世代のマネジメントに必要なスキルに焦点を当てて、自衛隊のマ

ネジメントに必要な能力の見直しや教育を強力に推進する。また、自衛隊が

組織として目指す方向を明文化し、心理的安全性や自衛官一人ひとりのエン

ゲージメントの高い組織づくりを推進する。こうした取組を推進することに

より、人の組織である自衛隊としてハラスメントを許容しない環境を構築し

ていく。加えて、ハラスメントが隊員相互の信頼を失わせ精強性を揺るがす

ものであることを踏まえ、ハラスメントに関する基準を明確化するだけでは

なく、時代に即した適切な基準を維持するため社会情勢や業務量の変化など

を踏まえ、見直しの必要性を不断に検討していく。そして、隊員一人ひとり

による咀嚼と実践に努め、組織内に基準を浸透させる。 

 

② 営舎内居室の個室化等 

   国内外情勢から、本来任務に備えるための教育訓練に加え、激甚広域化す



8 

 

る災害に際しての災害派遣や在外邦人等輸送をはじめとする各種任務への即

応態勢確保等のため、以前にも増して隊員の心理的・身体的な拘束による負

担は増加している。このため、曹長以下の自衛官は、原則、営舎内居住が義

務づけられているところ、私生活との両立の観点から、営舎外に居住できる

者の範囲を見直す。また、近年の若い世代の傾向を踏まえ、営舎内において

も、プライバシーが配慮された生活環境を構築できるよう、営舎内居室の個

室化についてスピード感をもって計画的に進めることにより、早期完了を目

指す。その際、自衛隊の任務遂行に当たっては集団行動も求められることか

ら、隊員一人ひとりの関係が希薄なものにならないよう留意するとともに、

隊員が基本的な集団行動について習得する機会は確保する。加えて、庁舎や

隊舎の居住環境や勤務環境の改善に向けて隊員のニーズをくみ取りつつ、必

要な改修や修繕等きめ細やかな対応を継続する。 

さらに、自衛官は、緊急時の対応などのため、様々な待機態勢があること

から、その在り方を検証の上、所要の見直しを行う。 

 

③ 艦艇乗組員の生活・勤務環境の改善 

   艦艇の乗組員は艦艇への居住が義務づけられているところ、艦艇内の居住

区は特に狭く、プライバシーが確保されておらず、航海中の精神的負担が大

きいことから、新型艦の居住区の魅力化や乗員待機所の拡充など艦艇乗組員

の生活・勤務環境の改善を行う。 

 

  ④ 宿舎環境の改善 

   自衛隊がその能力を十分に発揮し、士気高く任務を全うするためには、隊

員及びその家族の居住環境の改善に取り組むことも重要である。これまでも

宿舎の老朽化対策等に継続的に取り組んでいるが、今後もこれを更に推進す

る必要がある。この際、宿舎の改修やPFIによる建替え等をスピード感をも

って計画的に推進していくとともに、近年の住宅事情を踏まえた住宅設備の

充実及び生活の利便性と即応性との調和に留意した取組を進め、職務のさら

なる能率的な遂行を確保する。 

 

  ⑤ 通信環境の整備の推進 

   現代社会における若い世代のライフスタイルを踏まえると、通信環境は必

須のインフラであり、自衛隊においても隊員一人ひとりの生活の充実感を確

保するため通信環境を整備する。 

具体的には、陸上自衛隊においては、令和７年度までに全国駐屯地のすべ

ての生活隊舎の共用区画に１か所以上の無線LAN環境を整備するなど、駐屯
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地・基地等の厚生棟及び生活隊舎の共用区画等における無線LAN環境を拡充

していく。また、令和９年度までに主要艦艇においては、業務用通信の補完

として整備される商用低軌道衛星通信網を活用して、隊員と家族との連絡に

加え、インターネットの閲覧等を可能とする通信環境を構築する。 

 

⑥ 公共交通機関が少ない基地・駐屯地等へのアクセス改善 

   自衛隊の基地・駐屯地等には、僻地等に所在し、公共交通機関も少なく、

生活の利便性に乏しいものもあるところ、部外力を活用し、最寄り駅等への

バスの運行の拡充やカーシェアリングのサービスの導入などを推進すること

で、生活環境を改善する。 

 

(2) 仕事と育児・介護の両立及び女性活躍の推進 

  社会構造の変化により、自衛官も男女ともに育児・介護などのため時間や異

動に制約のある者が増加することが想定される。このため、自衛官の勤務の特

殊性や社会全体における保育に係る需給バランスの変化に配慮した託児事業の

充実など、自衛官が育児・介護との両立に不安を抱くことなく、任務に専念で

きる環境の整備を推進する。 

また、女性の採用・登用を拡大していくため、教育基盤の整備や隊舎などに

おける女性用区画、女性用トイレや浴場等の整備をスピード感をもって計画的

に推進する。 

 

(3) 被服・糧食及び健康管理体制の充実 

隊員が日ごろから身に着ける制服や作業服といった被服等については、隊員

がその能力を発揮し、各種任務を遂行するため、適切に整備・更新を進めてい

くとともに、使用実態に応じて定数の増加や仕様の改善を行う。 

糧食については、隊員が活動するために必要な栄養摂取基準をもとに健康管

理を充実させ、食事の満足度の向上を図る観点から、隊員が要望する献立など

を提供するといった工夫を行い、継続的に魅力化を図っていく。また、全国の

駐屯地等における実態を把握するとともに、物価上昇に係る経費を適切に反映

する。 

健康管理体制についても、これまで実施してきた各種健康診断の充実を図る

とともに、トレーニング用備品の購入など、隊員の健康増進に資する基盤整備

を引き続き実施するとともに、新たな施策として、教育訓練時における各隊員

の健康状態の把握のための器材整備についても検討を進めていく。 
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３  新たな生涯設計の確立 

(1)  若年定年制における将来不安の払しょく 

若年定年制で多くの自衛官が56歳で退職する中、再就職や再就職後の再就

職・収入に不安を感じさせないようにすることが、自衛官の確保にとっても

重要な課題である。一般職の公務員の定年を65歳に引き上げるにあたり、民

間の給与水準を踏まえ、60歳から65歳までの給与水準は、60歳時の約７割の

水準に設定されているところ、自衛官の所得水準は、一般に、若年定年後に

退職時の７割強に低下し、60歳時点で更にその７割に低下する構造になって

いる。こうした状況を踏まえ、一般職の国家公務員よりも若年で退職する自

衛官の退職後の収入を確保し、引き上げていくことが必要である。また、現

在、退職自衛官が再々就職する場合には国の支援が受けられない現状にあ

る。自衛官が安んじて国防の任務に精励することができる、これまで以上に

充実した生涯設計の確立が必要である。 

 

① 自衛官としての知識・技能・経験を活かした再就職先の拡充等 

    自衛官が安んじて国防の任務に精励することができる、これまで以上に

充実した生涯設計の確立のため、退職する自衛官が自衛隊で培った知識・

技能・経験を活かすことができる環境を整える。 

具体的には、退職する自衛官のより円滑な再就職や再就職賃金の充実な

どを実現すべく、関係省庁と防衛省が連携して幅広い業界や経済団体に対

し退職自衛官の活用等についての働きかけを行い、再就職先の拡充を図

る。 

また、警察、消防、海上保安、矯正部署等の様々な公的部門において退

職自衛官が活躍しているところ、本年11月には海上保安庁の選考採用につ

いて、これまでの航空機職員に加えて船舶職員へも対象を拡大しており、

引き続き関係省庁と防衛省が連携し、一層の活用を推進する。 

このほか、全国の地方公共団体の防災・危機管理部門において約700名

の退職自衛官が地域防災に貢献し、各地の防災力向上に重要な役割を担っ

ているところ、自衛官として培った知識・技能・経験を地域防災に一層活

用するべく、地方公共団体における退職自衛官の採用の拡大、安定的な雇

用の確保、職務や責任にふさわしい処遇の確保が進むよう関係省庁と防衛

省が連携して地方公共団体への働きかけを行う。あわせて、地方公共団体

が退職自衛官を雇用しやすくするため、地域防災マネージャー制度につい

て、財政措置を含めて、その在り方について検討を進める。 

また、退職する自衛官に対する再就職に向けた職業訓練といった再就職

支援の取組を強化する。再就職に向けた教育に新たにライフプランに関す
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る講座を、また、職業訓練にIT関連課目等を追加するなどの充実を図る。

その際、大学や専門学校等の関係機関が提供する学習機会との連携につい

ても取組を進める。さらに、幅広い業界において、自衛官が培ってきた知

識・技能・経験への理解が深まるよう、自衛官のキャリアパスなどを紹介

する動画を作成し再就職先を拡充するための広報の強化を図る。 

さらに、退職する自衛官の利便性の向上を図り、幅広い求人情報を閲覧

し応募ができるよう、退職する自衛官と企業等とのマッチングを担ってい

る（一財）自衛隊援護協会に就職援護情報ネットワークシステムを導入す

る。 

加えて、関係省庁と防衛省が連携して、退職する自衛官が自衛隊の勤務

を通じて培った技能を活かし、民間企業でも通用する海技士や航空整備士

といった公的資格を取得しやすくするためのプロセスの簡素化に取り組

む。 

 なお、現在、防衛省が行うことができる再就職支援は、離職に際しての

一度だけとなっているが、退職後に再就職した自衛官の中には、再就職先

の雇用条件等により、やむを得ず退職せざるを得ず、再び就職する必要が

生じる者もいる。そのため年金受給開始年齢である65歳まで安心して社会

で活躍していくことができるよう、そうした退職自衛官に対する再就職支

援を可能とする。 

こうした65歳までの再就職支援や後述する若年定年退職者給付金の給付

水準の引上げの検討とあわせて、これまで培った知識・技能・経験を活か

した人材の有効活用や自衛官の生涯設計の観点から、健康寿命の延伸と精

強性の確保の均衡に考慮しつつ、一般隊員の定年を令和10年度以降２歳程

度引き上げることを念頭に詳細な検討を行う。また、一部の職域に適用さ

れている60歳定年については、宇宙、サイバー、医療関係などの分野のう

ち体力依存度が低いと認められるものにも拡大することについて検討す

る。これらの具体的な引上げ幅や対象等について令和７年夏頃を目途に決

定する。また、自衛官の再任用の対象を定年退職後に自衛官としての勤務

から一旦離れた者にも拡大するなど、定年後再任用者の確保のための施策

を推進する。 

 

②  若年定年退職後の国からの給付水準の在り方 

     上記の再就職先の拡充及び再就職賃金などの充実を図りつつ、これま

で以上の充実した生涯設計を確立し、自衛官の若年定年退職後も安んじ

て生活できるよう、部外の専門家の意見を踏まえ、令和８年度から施行

することを目指し、若年定年退職者給付金の給付水準の引上げを検討す



12 

 

る。その際、施行前後で大きな不公平感が生じないよう留意する。 

 

(2)  退職自衛官の部外力としての活用 

   我が国の人口減少が継続し、深刻な人手不足社会の到来が現実のものとな

り、所要の数の自衛官の確保が困難となることが見込まれる中、新たな戦い

方のための要員の所要に対応するに当たっては、自衛官の担うべき業務の整

理を引き続き検討するとともに、自衛隊で知識・技能・経験を培った退職自

衛官を中心とする法人や団体への業務の委託などを含めた、部外力としての

退職自衛官の活用の在り方について検討を進める。 

 

 

４ その他 

 上記のほか、自衛官として質の高い人材を確保するための取組や、国民の命と

暮らしを守るための自衛官の貢献に対する国民の幅広い理解を得るための取り組

みを強化する。 

 特に、自衛隊に対し、国民から多くの期待が寄せられる中、自衛隊がその能力

を最大限に発揮し任務を遂行するためには、国民の支持と信頼を勝ち得ることが

必要不可欠である。これに関し、本年７月に公表した一連の事案のいずれも、こ

のような支持と信頼を裏切る、決してあってはならないものであり、防衛省・自

衛隊として引き続き重く受け止め、規律維持に強い姿勢をもって取り組み、再発

防止策を徹底していく。また、システム化や電子化を進めることでヒューマン・

エラーや不正を防止することなどを含め、コンプライアンス機能や監査機能等を

継続的に強化し、自衛隊と個々の隊員が、常に高い使命感と倫理観をもって任務

に当たることを確保する。 

 さらに、防衛省・自衛隊の有する知識や経験を活かし、関係機関等における各

種講座への講師派遣等を通じて、防衛・安全保障や災害対応といった自衛隊の活

動に対する国民の理解を促進していく。 

 このほか、本基本方針に記載の具体的方策を継続的に推進するとともに、防衛

省・自衛隊における人的基盤の強化を図る観点から、防衛省人事教育局に人的基

盤の強化を担う室を設置し、省内における検討体制を充実させる。 

 

(1)  募集に関する地方公共団体との連携 

平成 25 年には、自衛隊に対して募集対象者情報を電子データ又は紙媒体で

提供していただいた市区町村はおおよそ全体の三分の一であったところ、年々

割合は増加し、令和５年度にはおおよそ三分の二となっている。防衛省として

は、総務省と連携し、募集対象者情報を有するすべての市区町村から電子デー
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タ又は紙媒体の提供が得られることを目指すとともに、防衛力の中核となる自

衛官の確保の重要性に対する地方公共団体の理解を促進し、連携を強化してい

く。 

 

(2)  自衛官等の採用を推進するための広報・募集の強化 

募集対象者である若年層に対し、本基本方針に定められた各方策の内容を含

め、一層効果的に自衛隊の魅力を届けていけるよう、SNS やターゲティング広

告等の募集広報のデジタル化・オンライン化を更に進めると共に、地方協力本

部の人的・物的な体制の充実を図ることで募集活動を強化する。また、既卒者

等に対する自衛官候補生及び一般曹候補生の募集のアプローチを強化するため、

本年 11 月から防衛省と厚生労働省が連携してハローワークを活用した求人活

動を開始しており、引き続き積極的に推進していく。 

 

 引き続き厳しい募集環境にあるものの、一人でも多くの採用者を獲得するた

め、入隊者の大部分は上半期に応募してくることを踏まえ、年度内の残期間にお

いて、既卒者等の募集活動や採用辞退者を減らすための応募者への働きかけを行

うことも含め、速やかに本基本方針の取組を分かりやすく発信することにより、

積極的な募集活動を実施し、本基本方針に定められた方策の成果を得ることを目

指す。 

 

 

II 今後の進め方 

上記のうち下線部分については令和７年度政府予算案等においても適切に反映

等を行う。また、法律・制度改正が必要なものについては速やかに検討を進める

とともに、可能なものから順次、令和８年度概算要求においても盛り込んでいく

こととする。 

また、本基本方針に定められた各方策については、自衛官の採用、中途退職抑

制、充足率向上等にいかに寄与しているかという観点から、令和７年中に効果の

検証を行い、以後年に１回フォローアップを行う。こうした検証を踏まえつつ、

採用者数増加、中途退職抑制、充足率向上等に資する新たな方策を継続的に検討

する。 

 

（速やかに実施） 

〇 自衛官の勤務の特殊性を踏まえた処遇改善やこれまで以上に充実した生涯設

計の確立を図る方策（自衛官の俸給表の改定及び若年定年退職者給付金の給付
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水準の引上げ）について、部外の専門家による検討に着手する。この際、若年

定年退職者給付金の給付水準は令和８年度から引き上げることを、自衛官の俸

給表は令和 10 年度に改定することを目指す。 

〇 営舎外居住許可基準を緩和するため規則改正を行う。 

〇 自衛官としての知識・技能・経験を活かした再就職先の拡充を図るため、業

界・関係省庁・防衛省の間で、可能なものから随時、申合せを締結、又は業界

等に対する関係省庁・防衛省の連名での要請文などを発出する。 

〇 自衛官としての知識・技能・経験を活かした再就職先の拡充を図るため、公

的部門での退職自衛官のより積極的な活用を開始する。 

〇 自衛隊で知識・技能・経験を培った退職自衛官を中心とする法人や団体への

業務の委託などを含めた、部外力としての退職自衛官の活用の在り方について

の検討に着手する。 

〇 地方公共団体に対する募集活動への一層の協力を呼びかける通知を発出す

る。 

 

（令和７年度中） 

〇 自衛官の中でも特殊な業務に従事する者に対して、手当を充実する。 

〇 一般曹候補生又は自衛官候補生で入隊する者の不慣れな営舎内生活等に対す

る給付金（指定場所生活調整金（仮称））を新設する。 

〇 自衛官任用一時金を引き上げる。 

〇 進学支援給付金制度及び自衛隊奨学生制度を拡充する。 

〇 予備自衛官及び即応予備自衛官に支給する手当等を引き上げる。 

〇 予備自衛官に対する勤続報奨金の制度を整備する。 

〇 事業を営む予備自衛官等が招集された場合の給付金を新設する。 

〇 自衛官に対する生存者叙勲について、各自衛隊幹部候補生学校を卒業した幹

部自衛官の１佐（三）及び２佐にも対象範囲を拡大する。 

〇 退職自衛官を地方公共団体において雇用しやすくするため、地域防災マネー

ジャー制度について、財政措置を含めて、その在り方についての検討を進め

る。 

〇 退職する自衛官が自衛隊で培った知識・技能・経験を再就職後に活かすため

に取得しようとする公的資格について、関係省庁とプロセスの簡素化に向けた

検討を進め、可能なものから速やかに実施する。 

〇 自衛官の再任用の対象を、定年退職後に自衛官としての勤務から一旦離れた

者にも拡大する。 

〇 一般隊員の定年を２歳程度引き上げることを念頭に詳細な検討を行う。一部

の職域に適用されている60歳定年については、宇宙、サイバー、医療関係など
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の分野のうち体力依存度が低いと認められるものにも拡大することについて検

討する。これらの具体的な引上げ幅や対象等について令和７年夏頃を目途に決

定する。 

〇 防衛省人事教育局に人的基盤の強化を担う室を新設する。 

 

（令和８年度中） 

〇 任期制自衛官について、非任期制自衛官と同等の処遇確保も視野に、自衛官

候補生制度を廃止し、当初から自衛官として採用する新たな任期制士を創設し

て採用を開始する。 

〇 国家公務員又は地方公務員が予備自衛官等の職を兼ねる場合においても、訓

練に参加しやすくするための制度整備を行う。 

〇 若年定年制自衛官が離職する際に実施している再就職の援助 （援護）について、

一定の要件の下、年金受給開始年齢の 65歳に至るまで、国がこれを援助 （援護）

するための制度整備を行う。 

〇 部外の専門家による検討を踏まえ、若年定年退職者給付金の給付水準を引き

上げる。 

 

（令和９年度以降） 

〇 部外の専門家による検討を踏まえ、令和10年度に自衛官の俸給表を改定す

る。 

〇 一般隊員の定年引上げや60歳定年職域の拡大に関する検討結果を踏まえ、令

和10年度以降、引上げ等を実施していく。 

 

以上 

 

  


